
事務事業評価シート（事後評価）
事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

年度 （ ）

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

7-3-3 地球温暖化対策実行計画の推進・改定（エコアクション21の運用） 生活環境部　環境保全課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　行政運営を通じた環境負荷の低減、環境保全事業の推進を図る。

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要（団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等）、補助金の概要（国・都
基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額）等　　※該当する予算事業名・節目を明記する

　市内事業者である西東京市の庁舎他の環境負荷削減及び環境保全事業の推進のため、環境省が中小事業者向けに構築した環
境マネジメントシステム「エコアクション21」規格に基づき、環境方針を定め、環境負荷の低減及び環境保全事業に取り組む。エコア
クション21は温室効果ガス排出量、廃棄物排出量、水道使用量の削減が必須項目となっている。
　「日常業務における環境配慮行動」を推進するにあたり、環境配慮行動チェックリストにより、各課・施設における取組み内容を確
認し、取り組んだ内容を点検・評価している。
予算費目　4.1.4　地球温暖化対策事業費の一部

平成20 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 18年度

財
源
内
訳

人

0

19年度 20年度 21年度

千円

5,305 884

8,165 8,165

0 5,305 884

1.001.00

13,470

千円 0 0

千円

9,049

環境配慮行動チェックリストの取組項目数 千円 #DIV/0! #DIV/0! 148 115

千円 0 0

評
価
指
標
の
設
定

活動等指標 単位 18年度

② 実績値

成果指標 単位

19年度 20年度 21年度

①環境配慮行動チェックリストの取組項目数 実績値 個 91 79

《指標の説明・数値変化の理由　など》

18年度 19年度 20年度 21年度

一
次

目標値 ％

実績値 ％

80 90

90

6,802二
次

目標値 ｔCO2

実績値 ｔCO2

　ISO14001など他の環境マネジメントシステム規格や認証規格がない環境マ
ネジメントシステムがある。

7,403

地球温暖化防止のため、省資源・省エネルギーを進めるとともに、再生可能エネル
ギーの導入・活用をめざします。

《指標の説明・数値変化の理由　など》
（一次）職員の日常業務における環境配慮行動の確認を「環境配慮行動チェックリスト」により把握する。
（二次）環境マネジメントシステム導入の目的として「西東京市地球温暖化対策実行計画」に基づく温室効果ガスの削減にあるため。

事
業
環
境
等

代替・類似サービスの有無

環2-4 地球温暖化対策の推進

　平成19年度に開催した西東京市地球温暖化対策実行計画見直し作業会議において、
環境マネジメントシステムを全ての公共施設への拡充を図るよう委員意見があった。

都内26市のサービス水準との比較
（平均値、本市の順位など）

エコアクション21認証取得の公共機関・公共施設は全国で39箇所

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

6,802

事業開始時期

環境配慮行動チェックリストの
項目における取組実施数

温室効果ガス排出量

法律

条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  上

  中

  下

  有

  無

直営 委託 補助 その他



事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

【一次評価】

Ｃ

【二次評価】

Ｃ

【行革本部評価】

一次評価
○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

ランク

3

　本事業は、環境マネジメントシステムであり、各課
の独自目標設定などに新たに取組むことで、環境
配慮行動の実践に効果があると考えられることか
ら、今後とも継続して実施する必要がある。また、
市内中小事業者に環境マネジメントシステムを普
及するためにも市が率先して実施する必要があ
る。
　事業実施にあたっては、各課の目標の設定に活
動指標を取り入れるなどの改善を行うとともに、学
校施設への展開を行っている。また、市内中小事
業者に環境マネジメントシステムを普及させるた
め、エコアクション21事務局と連携し、平成21年度
に認証取得セミナーを実施する予定である。
　今年度実施する「西東京市地球温暖化対策地
域推進計画」のパブリックコメントや環境基本計画
の見直し時に行う予定であるアンケート等を環境マ
ネジメントシステムの環境活動計画に反映すること
で、市民ニーズに合致した事業としていく。

2

2

ランク 二次評価

事業内容等
の適切さ

Ａ

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

市民ニーズ
の把握

検証項目

受益者負担
の適切さ

○検証項目、評価の判断理由
○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　本市の環境マネジメントは、20年度に
ISO14001からエコアクション21に移行され本
格実施した。また、対象となる公共施設も拡大
し、学校施設についても一部で取組みを開始
している。さらに、今後は市内中小事業者に
認定取得セミナーの開催や認定取得に対す
る補助制度等で、エコアクション21の拡大が期
待される。
　一方でISO14001の手法が定着しつつあった
職員については、マニュアルの簡素化や研修
の負担軽減等の状況の変化があることから、
エコアクション21を定着させるため改めてその
方策を検討する必要がある。
　またエコアクション21では、公共施設に指定
管理者制度が導入された場合には温室効果
ガス排出量が算入されず排出量が減になると
されていることから、さらに運用上の調査・研
究が必要である。

評価の判断理由及び事業実施上の課題や今後改善すべき点等

　市が一事業者として環境保全への責任を果たすとともに、市内事業者への環境マネジメントシステムの普及促
進を図るうえで、市が率先してエコアクション２１の運用に取り組む本事業の位置づけは重要であると考える。
　今後は、職員への周知徹底をさらに工夫することで、一層のシステムの定着を図られたい。

Ｂ

直接のサービ
スの相手方 2

事業内容等
の適切さ

2

環2-4 地球温暖化対策の推進
地球温暖化防止のため、省資源・省エネルギーを進めるとともに、再生可能
エネルギーの導入・活用をめざします。
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事業主体
の妥当性

事業の
必要性

事業の優先
度（緊急性）

3

2

検証項目

Ａ

Ｂ

2

2

3

2
直接のサービ
スの相手方

行革本部評価

受益者負担
の適切さ

3

市民ニーズ
の把握

2

2

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握 継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

廃止

拡充

継続実施

改善・見直し

抜本的見直し

休止

廃止

休止

廃止

拡充

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目


